
1．はじめに

米，鮮魚，生鮮果物などの個人消費は，生理的に狭義の年齢と，嗜好・食習慣的に生まれ育った

世代によって，顕著に異なることが知られている（『平成６年度農業白書』，石橋，２００６，２００７年；

秋谷，２００７年；など）。他方，近年わが国や韓国などでは少子・高齢化の急速な進展で人口の年齢・

世代構成が劇的に変化している（Mori and Stewart，２０１１；Mori, Saegusa, and Dyck，２０１２；etc.）。

食料需要の弾力性を計測するに当たって，それらのデモグラフィック変化の側面を明示的に考慮す

る必要が意識され始めている（農林水産省政策研，２０１０年；薬師寺，２０１０年；森・三枝，２０１１年；

など）。

われわれは始め，『家計調査年報』記載の世帯主年齢階級別データから世帯員個人の年齢別消費

を導出し，横軸に年齢階級，縦軸に各調査年からなるコウホート表を用意し，通常の A／P／Cコウ
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任意の商品の個人消費に，顕著な年齢および世代効果が作用していると想定される場合，

バイアスのより少ない価格・所得弾力性を計測するには，まず A／P／Cコウホートモデルに

よってそれらの効果を補正することが望ましい。しかし，当該商品の経年変化に，価格と

所得のほかに，時間トレンドやたとえば牛肉需要における O１５７や BSE発生のように，影響

の大きさや持続性がつかめない外的要因が強く作用しているケースでは，“two-step ap-

proach”では，妥当な弾力性が決定されない恐れがある。「通常の」A／P／Cモデルに，予め

価格と所得の経済変数を組み込み，確定し難いそれらの外部効果は，新たな「時代効果」

として析出されるような「拡大」コウホートモデルを適用するほうがより望ましい。本稿

では，これまでしばしば扱ってきた青果物や鮮魚などとタイプの異なる牛肉とワインを取

り上げ，「拡大」コウホートモデルによって，価格と所得弾力性を計測した。
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ホート分析によって，全調査期間をカバーする年次効果を推定した。伝統的な時系列分析に使われ

る各調査年の１人当たり平均消費量に代えて，年齢効果と世代効果を補正した時代（年次）効果を，

各年の価格と所得（あるいは総消費支出）に回帰させて，より合理的と思われる需要弾力性を求め

た。最初の試みは森・ゴーマン（２００１年，pp．２５７―２６１）で，コウホート分析に慣れるに従い，対

象範囲を広げ，統計的な吟味もより厳密に行った（森・石橋・田中・稲葉，２００５年；Mori, Clason,

and Lillywhite，２００６；Mori, Ishibashi, Clason, and Dyck，２００６；Mori, Clason, Ishibashi, Gorman,

and Dyck，２００９；etc.）。

米国農務省経済調査局のエコノミスト達は，Mori, Clason, and Lillywhite, op. cit. をうけて，米

国の生鮮野菜のコウホート分析を行い，その際通常の年齢・時代・世代効果に，経済変数の価格と

所得を加えた“augmented”（拡大）モデルを適用した（Stewart and Blisard，２００８；etc.）。政策研，op.

cit. も高齢化が進展するわが国の将来の食料支出を予測するに当たって，価格と総支出をモデルに

導入した。われわれもこれらの動きに倣い，生鮮果物と生鮮野菜，及び少数の個々の果物を例に，

価格と所得を加えた「拡大」コウホートモデルを開発して，需要弾力性を計測し，これまでのやり

方，すなわち始めに時代効果を推定し，次のステップとして得られた年次効果を経済変数に回帰さ

せる，“two-step approach”の結果と比較した（森・三枝，２０１１年；Mori, Saegusa, and Dyck, op. cit.）。

「拡大」モデルによって，いわば “one-step”で得られた弾力性と，“two-steps”で得られた弾力性の

値にこれまでのところ大きな差は認められなかったが，選択された幾つかの品目によって，一致の

程度に差が観察され，いずれがより真に近い値を推計しているかを断ずることは容易ではない。選

ばれた品目については，通常の A／P／Cモデルで決定された年齢および世代効果と，経済変数を含

む「拡大」モデルで決定された年齢および世代効果の間に，大きな差は生じなかった。しかし個人

消費の変化に価格や所得などの経済要因が有意に作用していると判断される場合には，より正しい

年齢・世代効果を決定するためにも，これまでの A／P／Cモデルでなく，始めから経済変数を組み

込んだ「拡大」モデルを適用するほうが好ましいのでないかと思われる。ただ「拡大」モデルには，

構造的に通常の A／P／Cモデルに存在する「識別問題」に相当するような難点があるかもしれない。

本稿では，統計理論的に「拡大」コウホートモデルの成り立ちを解説し，他方これまで扱ってきた

青果物や魚とタイプの異なる商品を選び（牛肉とワイン），通常の年齢・時代・世代のモデルによ

って導出された年次効果を経済変数に回帰させる “two-step approach”の結果と，２種類の「拡大」

モデルを用いた “one-step approach”による結果を，実証的に比較・検討する。

2．牛肉とワインの世帯消費を個人の年齢・世代・時代効果に分解する

１）コウホート表を用意する

総務省統計局『家計調査年報』は，１９７９年版から世帯主の年齢階級別，２５歳未満，２５―２９歳，‐

‐‐，６０―６４歳，６５歳以上の１０階級別に，各品目の年間購入量と平均支払い価格を記載するように

なった。世帯主年齢階級別のデータから，世帯員個人の年齢別（５歳刻み）平均消費量を導出する

仕方は，基本的にはMori and Inaba（１９９７）を精緻化した Tanaka, Mori, and Inaba（２００４）モデル

（TMI）に依拠する。TMIに関してはこれまで本『論集』および，専修大学『社会科学年報』に記載
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された幾つかの関連論文の中で詳しく展開しているので，本稿では省略する。

牛肉は家計以外での消費が多く，またソーセージや缶詰など加工に向けらル部分も少なくない。農

水省畜産局の推計では，総供給量のうち家計で消費される割合は，１９８０年当時約６２％だったの

が，１９９５年に４３％，２０１０年には３５％程度に低下している（農畜産業振興機構国内統計資料）。他方

ワインについては，家計消費は同じ期間，ほぼ３分の１強を占めていると推計されている（日本ワ

イナリー協会）。従って，家計調査のデータから，これら商品の需要の全貌が把握できるわけでは

ない。しかし消費の末端段階における価格および所得弾力性の計測となると，たとえば食堂で提供

されるビーフカレーや牛丼には，牛肉以外にサービスやその他もろもろの財が含まれており，牛肉

そのものではない。同様なことはワインについても言える。末端需要の弾力性となると，家計デー

タを使う以外にはない。

『家計調査』の世帯主年齢階級別の世帯消費から，TMIモデルを使って導出された世帯員個人の

年齢別消費は，表１（牛肉）と表２（ワイン）にそれぞれ示されている。通常３―４人の世帯構成員

のうち，２人弱は世帯主とその配偶者で，残りが彼らの子供と生計を共にする親世代である。たと

えば，１９９０年に世帯主が３５―３９歳の世帯に含まれる世帯員４．１２人のうち，３０歳代の世帯主夫婦が１．８７

人で，０―４歳が０．５５人，５―９歳が０．８５人，１０―１４歳が０．４７人などであったが，世帯主の年齢区分

に合わせて子供たちを５歳刻みの年齢階級に区分すると，世帯員構成の主要な部分になりにくい。

そうした理由から，TMIモデルで推計される年少の子どもたちの年齢別個人消費は，世帯主を形

成する親世代のそれに比べ信頼性／安定性に欠ける。またワインについては，未成年者は消費しな

いと想定して，個人の年齢別消費を推計した。表１（牛肉）では，１０歳未満の階級は記載されていな

いが，実際に消費がゼロというわけではない。

２）通常のA/P/C モデルで分解する

年次 t年における，年齢 i歳の個人の平均消費量を，μitとすると，通常のアディティブ・コウホ

ートモデルでは（１）式のように表現される。

μit＝B＋Ai＋Pt＋Ck＋eit （１）

B：総平均効果

Ai：年齢 i歳に固有とされる効果

Pt：時代 t年に固有とされる効果

Ck：出生コウホート kに固有とされる効果

eit：誤差項

年齢 i歳，年次 t年と k年出生コウホートの間に存在する一次従属関係から生じる推計上の難点，

コウホート分析における「識別問題」（Mason and Fienberg，１９８５）の回避については，これまで

幾つもの論文で取り上げてきたので，ここでは繰り返さない（田中・三枝・森・川口，２００７；森・

川口・三枝，２０１０；など）。後出４節では最近シカゴ大グループで開発された intrinsic estimator（IE）

（Yang et al.，２００８）も用いるが，本稿では主として中村が開発したベイズ型モデル（BE）に依拠

する（Nakamura，１９８６）。
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表１ 牛肉の年齢別個人消費の推計，１９７９－２０１１年 （１００g）
年齢階級 １０－１４ １５－１９ ２０－２４ ２５－２９ ３０－３４ ３５－３９ ４０－４４ ４５－４９ ５０－５４ ５５－５９ ６０－６４ ６５－６９ ７０－７４ ７５＋
１９７９ ２３．０２ ２５．９０ ２５．９７ ２５．６７ ２６．１７ ３０．７０ ３１．１２ ３１．４０ ３２．７７ ３４．１７ ２５．８４ ２４．６９ ２２．０９ １８．７１
１９８０ ２１．３９ ２３．６６ ２３．７５ ２２．７９ ２７．０１ ２９．７２ ３１．３７ ３０．０３ ３５．４７ ２９．０５ ２６．０４ ２４．５５ ２１．９１ １８．６３
１９８１ ２１．０９ ２４．５８ ２２．４８ ２０．５０ ２８．８１ ３１．９９ ３２．５７ ３７．８８ ３７．２３ ３３．１６ ２２．１５ ２２．４４ ２０．８３ １７．９５
１９８２ ２３．９９ ２７．１４ ２６．４７ ２５．１７ ２８．６７ ３１．９４ ３３．６５ ３４．２４ ３６．７５ ３３．００ ２６．３３ ２３．６７ ２０．６４ １７．４１
１９８３ ２２．４３ ２６．６５ ２５．０９ ２３．６３ ２７．１９ ３３．１９ ３１．５９ ３８．０９ ３５．７７ ３５．９１ ２７．０５ ２３．０７ １９．５３ １６．２５
１９８４ ２５．９９ ２７．４２ ２４．１３ ２２．３１ ２８．２３ ３０．１９ ３８．７３ ３５．１８ ３７．０７ ３３．９４ ３０．９６ ２７．６３ ２３．９９ ２０．０９
１９８５ ２４．９３ ２９．６１ ２５．６５ ２２．２３ ２６．６９ ２９．５４ ３４．０５ ３９．４０ ３５．７５ ３１．２２ ３０．２２ ２６．５２ ２２．８８ １９．０９
１９８６ ２５．４２ ２９．１７ ２５．４９ ２２．７６ ２６．５６ ３１．３８ ３４．３１ ３８．３８ ３４．８９ ３３．３８ ３２．２１ ２６．９２ ２２．４７ １８．４２
１９８７ ２５．８３ ３０．２１ ２６．６４ ２３．９８ ２８．５１ ３２．５９ ３８．６９ ４３．０４ ３９．６６ ４０．１０ ２８．９４ ２４．２６ ２０．５７ １７．１６
１９８８ ２８．３５ ３０．９４ ２６．５９ ２３．１２ ２８．９１ ３２．２９ ４３．３７ ４０．３８ ４０．６２ ３６．４３ ３０．８１ ２７．８９ ２４．５２ ２０．６９
１９８９ ２８．４９ ３３．１７ ２８．８５ ２４．９６ ２７．６５ ３２．８４ ３８．７５ ４２．４２ ３８．９５ ３４．４６ ３４．４７ ２９．５８ ２５．２２ ２０．８２
１９９０ ２７．２７ ３２．８１ ２９．６３ ２６．６２ ３１．６９ ３４．６０ ３８．２９ ４３．９３ ４１．５２ ３５．０７ ３５．４３ ２７．６８ ２２．３４ １７．９８
１９９１ ２８．２０ ３３．２３ ３０．６８ ２８．２２ ３２．１２ ３５．５８ ４０．８０ ４４．４９ ４３．３４ ３９．９２ ３５．００ ３１．７０ ２７．８１ ２３．３８
１９９２ ３１．８７ ３７．１８ ３５．８８ ３３．８９ ３０．２５ ３４．３３ ３９．５６ ４０．７５ ３９．１７ ４１．７３ ３４．５４ ３０．４３ ２６．２７ ２１．９１
１９９３ ３０．１９ ３６．８１ ３３．８０ ２９．３０ ３１．６０ ３６．６９ ４１．８６ ５０．２６ ４７．０９ ３８．１５ ３７．１８ ３３．１１ ２８．８６ ２４．２０
１９９４ ３２．７６ ３７．８２ ３３．５０ ２８．９７ ３４．７９ ３７．７４ ４８．６０ ５０．７５ ４９．７６ ４０．２０ ３９．６６ ３２．５６ ２７．１０ ２２．２６
１９９５ ３２．２４ ３８．１６ ３５．２６ ３１．８１ ３４．７４ ３９．６３ ４６．０９ ５１．６５ ５０．１２ ４４．０４ ４１．８９ ３２．６７ ２６．３６ ２１．３６
１９９６ ３２．０６ ３７．５５ ３４．７５ ３２．１８ ３０．４１ ３１．５９ ４１．０２ ４３．９９ ４０．３４ ４３．１８ ３５．３４ ３０．５４ ２６．２７ ２１．９０
１９９７ ３１．４５ ３５．８４ ３２．５３ ２９．２９ ２８．４７ ３４．６１ ４２．５５ ４４．９９ ４２．８２ ４３．１８ ３８．２７ ３２．７７ ２７．８７ ２３．０７
１９９８ ３０．０２ ３４．４５ ３２．５３ ２９．８２ ２９．１８ ３０．６３ ４２．８７ ４１．０１ ４３．７２ ３９．８７ ３６．８６ ３０．７０ ２５．６０ ２１．０４
１９９９ ２７．６５ ３０．９８ ２７．８４ ２５．２７ ２９．６０ ３１．５２ ４２．９９ ４２．６９ ４４．１８ ４１．３８ ３７．７８ ３３．７５ ２９．２４ ２４．４０
２０００ ２９．２４ ３３．５２ ３０．３４ ２６．７７ ２６．４９ ３１．３６ ３９．９１ ４３．２７ ４２．２２ ３９．７６ ３５．２７ ３１．７４ ２８．５７ ２４．２８
２００１ ２５．２４ ２９．４６ ２７．３７ ２４．５５ ２１．６７ ２４．３７ ３１．８５ ３４．６２ ３３．５９ ３２．３３ ２９．５２ ２５．７３ ２１．４５ １７．４８
２００２ ２２．０３ ２６．２２ ２５．２１ ２３．１８ ２１．６６ ２３．９３ ２９．４５ ３２．６７ ３３．５１ ３１．７４ ２７．３４ ２３．８８ ２１．０６ １７．８２
２００３ ２１．７９ ２４．７８ ２３．１６ ２１．９９ ２２．１３ ２５．１０ ３０．２３ ３１．７７ ３０．８９ ３２．０１ ３２．４４ ２９．５１ ２４．５０ １９．８２
２００４ １６．９０ ２０．０７ １９．１７ １７．８４ １８．３８ ２１．６８ ２７．１１ ３０．５０ ３１．９３ ３１．４８ ２８．７１ ２６．１４ ２３．５４ ２０．０８
２００５ １５．３６ １７．８７ １６．１５ １４．２７ １７．５６ ２２．８３ ２８．９８ ３２．９９ ３４．６９ ３３．１６ ２８．７９ ２６．２３ ２４．５３ ２１．３５
２００６ １７．０６ ２０．１１ １９．１９ １７．９６ １８．２４ ２１．２１ ２６．２８ ２９．１９ ３０．１６ ３０．０２ ２７．９２ ２５．３８ ２２．４５ １８．９５
２００７ １４．８８ １７．３２ １６．２２ １５．２８ １７．４１ ２１．４６ ２６．８２ ３０．０２ ３１．４０ ３２．０７ ３０．５９ ２７．２５ ２２．８７ １８．７７
２００８ １４．８４ １７．５８ １６．７３ １５．９１ １６．３８ １９．８９ ２５．９５ ２９．１７ ３０．２５ ３１．７５ ３１．５８ ２８．４６ ２３．６０ １９．１８
２００９ １４．９２ １８．０３ １８．０２ １７．７９ １８．８８ ２１．８４ ２６．４９ ２９．９２ ３２．２１ ３３．４９ ３２．２１ ２８．５２ ２３．５７ １９．２１
２０１０ １６．５４ １９．０６ １７．３９ １６．１０ １６．６５ ２０．７８ ２７．７３ ３０．５５ ３０．４７ ３２．０９ ３２．６７ ２９．３４ ２３．７４ １８．９６
２０１１ １４．８２ １７．２７ １６．７９ １６．６５ １８．３６ ２１．４２ ２５．４６ ２７．８５ ２９．０７ ３０．７８ ３１．００ ２８．５８ ２４．４６ ２０．２２

出所：筆者が『家計調査年報』各年から，TMIモデルで計算．
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表２ ワインの年齢別個人消費の推計，１９７９－２０１１年 （cc）
年齢階級 ２０－２４ ２５－２９ ３０－３４ ３５－３９ ４０－４４ ４５－４９ ５０－５４ ５５－５９ ６０－６４ ６５－６９ ７０－７４ ７５＋
１９７９ ２０６ ２０２ １８３ ２２５ ２６０ ２５３ ２７６ ３２８ ２０９ ２５０ ２７１ ２６６
１９８０ ２１２ １９０ １６１ １８６ ２２１ ２１５ ２８４ ２６５ １９８ ２７９ ３２１ ３２０
１９８１ ２１５ １９９ １６２ ２２１ ２５６ ２５３ ２７１ ２７８ １８５ ２１０ ２２５ ２２０
１９８２ ２３５ ２２３ ２２３ ２４９ ２７０ ３２３ ３７１ ４２３ ２７１ ２８５ ２９５ ２８７
１９８３ ３４１ ３３５ ３５７ ４００ ２８７ ３２１ ３０３ ２５４ ２７８ ２５６ ２４４ ２２８
１９８４ ３５１ ３３８ ３２５ ２９４ ２６５ ２７４ ２８７ ２４２ ２４１ ２６０ ２６９ ２６０
１９８５ ２３７ ２７０ ３２２ ２３６ ２２５ １９４ ２０８ ２７２ ３５８ ３３４ ３１８ ２９６
１９８６ ２０６ ２２４ ２２２ ２３１ ２１７ ２１９ ２１０ ２５０ ３６１ ３０５ ２７４ ２４８
１９８７ ３６９ ４０２ ４０５ ３１８ ３０５ ２５０ ２１３ ３１３ ２５９ ２７１ ２７５ ２６２
１９８８ ３０７ ３４３ ３９４ ３３６ ３２１ ２３６ ２６７ ３３４ ３６９ ３０８ ２７４ ２４８
１９８９ ４１８ ４７６ ５６８ ４５１ ４２６ ３２８ ２３０ ２８８ ２６８ ２８４ ２８７ ２７２
１９９０ ３９２ ４０６ ４８８ ４２８ ３６８ ２８８ ３０５ ２３２ ２５３ ３０１ ３１９ ３０８
１９９１ ３１８ ３４５ ４０７ ３８０ ３６３ ３２２ ２８７ ３０２ ２８１ ２８７ ２８９ ２７５
１９９２ ２４０ ２８４ ３３８ ３１８ ３３３ ３０５ ２４７ ３００ ４０８ ３３６ ３００ ２６９
１９９３ ３４８ ３８９ ４４７ ４３５ ３６６ ２５６ １９４ ２００ ２５５ ２５０ ２４０ ２１９
１９９４ ４１７ ４５５ ５７０ ５１７ ４４８ ４０３ ３３８ ３３７ ２９９ ３４３ ３６１ ３４７
１９９５ ４７３ ５２６ ６９２ ６９５ ６１３ ５３５ ４０９ ３９５ ３７４ ４１６ ４３２ ４１１
１９９６ ７７１ ７８５ ７１９ ８１４ ７２０ ５１３ ４４１ ４０５ ４６１ ４９１ ４９３ ４６１
１９９７ ７００ ７６９ ９２８ ９９３ ９４１ ７６５ ７３０ ８０８ ６３５ ６４４ ６４３ ６１０
１９９８ ９８２ １１６９ １６３２ １７２０ １５３９ １３００ ８５９ ８０２ １００６ ９４８ ９００ ８１５
１９９９ ５４５ ７２２ １３３４ １６２３ １４４５ １２３７ ８７９ ８１５ １００４ ９５３ ９０５ ８２２
２０００ ８７６ ９６０ １１８６ １３５６ １３９８ １１８３ ８２０ ７１９ ７９６ ８４１ ８４４ ７８１
２００１ ９２６ ９５４ １１０１ １２２６ １２８３ １１８２ ９７２ ８２７ ７３４ ６６０ ６０３ ５４２
２００２ ６２３ ６５７ ９５１ １１２７ １１３３ １０７９ ９６７ ７９７ ６２７ ６２１ ７１５ ７１８
２００３ １０９４ １１０８ １１１４ １１０７ １０５９ ９１７ ７１６ ５９７ ５５９ ６０６ ６９３ ６８４
２００４ ６７８ ７１６ ９７０ １１３７ １１８０ １１３１ １０１６ ９０４ ７９１ ６６４ ５４４ ４６７
２００５ ５２０ ５８５ ９３７ １１７０ １２３２ １１６４ １０１１ ９０９ ８３６ ７２３ ５９６ ５１１
２００６ ３９９ ４５６ ７４８ ９８１ １０８９ １０３２ ８５８ ７６８ ７５２ ６９０ ６００ ５２５
２００７ ３７９ ４６６ ８０７ １１８５ １４８１ １３４３ ８９０ ６７９ ７００ ６４６ ５３５ ４４０
２００８ ３１５ ３５２ ６７６ １０２０ １２９３ １２９１ １０６６ ８９０ ７７６ ６９１ ６３２ ５７０
２００９ ５２５ ５１８ ７１７ ９５８ １１７９ １２１０ １０６７ ８６８ ６４５ ５２７ ４９３ ４５７
２０１０ ５２１ ５３７ ６７４ ９２８ １２５８ １３１４ １１５５ １０７８ １０４６ ８６６ ６０５ ４５９
２０１１ ５１３ ５０５ ７８９ １０７４ １３０３ １４２１ １４１９ １２８９ １０５３ ８９５ ８１３ ７４７

出所：筆者が『家計調査』各年から，TMIモデルで計算．

拡
大
コ
ウ
ホ
ー
ト
モ
デ
ル
に
よ
る
需
要
弾
力
性
の
計
測
―
牛
肉
と
ワ
イ
ン5



コウホート分析を実行する際，横軸の年少何歳のセルから高齢何歳のセルまでをカバーするのか

が常に問題になる。仮に最年少０―４歳のセルからスタートすれば，当該商品の消費慣習は早くも

その年齢で形成・固定化され，高齢歳まで維持されると想定することになる。しかし本稿の例では，

牛肉の食習慣の基幹が０―４歳の時点で形成され，その後加齢に伴って変化するものの，生涯変わ

らないとは考え難い。実際には，Hanayamaがモデル化したように，幼少の時点で形成された慣習

は，その後加齢や時々の流行とは別に修正され続けるのであろうが，実際にはデータの扱いは極度

に難しい（Hanayama, ２００７；崋山，２００８年）。本稿では便宜上，牛肉の食慣習の基幹はティーンエ

イジで形成され，２０―２４歳くらいで固まる。ワインについては，２０歳代前半で覚え，２０歳代後半で

固まると想定する。特に栄養学や社会学的な根拠があるわけではない。

表１と表２では，最年長セルは７５歳以上であるが，このセルは我々のコウホート分解では外され

る。調査期間のたとえば最初の年，１９７９年に７０―７４歳のセルにいたのは，１９０５―０９年誕生の１個のコ

ウホートだけだが，７５歳以上のセルには，１９００―０４年誕生のコウホートに加え，１８９５―９９年誕生，更

にはそれ以前に誕生した複数個のコウホートは含まれ，（１）式のスペックに合致しない。現実に高

齢化が進むにつれ，最近年になるほどこの年齢セルに含まれるコウホートが複層化している。本稿

でコウホート分析されるのは，年次は１９７９年から２０１１年まで３３個，牛肉の場合：年齢は２０―２４歳か

ら７０―７４歳まで１１階級，コウホートは１９０５―０９年誕生から，１９９０年以降誕生まで１８個；ワインの場合：

年齢は２５―２９歳から７０―７４歳まで１０階級，コウホートは１９０５―０９年誕生から１９８５年以降誕生まで１７個

である１）。

１）厳密には，２０１１年に２５―２９歳のセルのほぼ３／５は１９８０―８４年誕生，残余の２／５は１９８５年以降誕生のコウホート
で占められる。従って，（１）式で表現すれば，

μ２５―２９２０１１＝B＋A２５―２９＋P２０１１＋０．６×C８０―８４＋０．４×C８５―
となる。Nakamuraは一般コウホート表の分解で，任意のコウホートは，経年しても同じ年齢セルに留ま
り，何年かごとに次の年齢セルに移動する“stepwise”な仕組みをとっている（Mori, Clason, Dyck, and Gor-
man，２００１，pp．３２３―２４）。彼のベイズ的接近の大前提「パラメータの漸進的変化」の仮定からすれば，大
きな不都合は認められない。

表３に表１（牛肉）を，同じく表４に表２（ワイン）をそれぞれ年齢・年次・（出生）世代効果に分解

した結果が記載されている。４節以降の計算では，コンスタント平均弾力性を扱っているので便宜

上 log換算が採用されているが，表３・４では表１・２の実数にビジュアルで対応し易い様に，log

ではなく，実数で表記されている。この種の表に不慣れの読者のために，計数的な説明をしておこ

う。たとえば，１９９９年の５０―５４歳は，１９４５―４９年誕生のコウホートである。牛肉について同年におけ

るこの年齢階級の平均消費量は，総平均効果（２９．２８）＋５０―５４歳の年齢効果（５．７３）＋１９９９年の年次効

果（４．０５）＋１９４５―４９年誕生コウホート効果（４．３９）＝４３．４５と予測される。表１の実際の値は，４４．１８

で，大きな乖離はない。今少し複雑な例として，１９９６年の４５―４９歳の牛肉消費を取り上げよう。彼

らは１９４７―５１年に誕生しているが，ほぼ６割の１９４５―４９年誕生のコウホートとほぼ４割の１９５０―５４年

誕生のコウホートから構成されている。予測値は，総平均効果（２９．２８）＋４５―４９歳の年齢効果（５．９３）

＋１９９６年の年次効果（５．１５）＋０．６×１９４５―４９年誕生のコウホート効果（４．３９）＋０．４×１９５０―５４年誕生の

コウホート効果（４．２５）＝４４．６９となり，表１の実際の推計値，４３．９９と大きく乖離していない。
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3．時系列データから価格および所得弾力性を計測する

食品の多くは，全くの「私的財」で，その消費に規模の経済は働かない（Deaton and Paxson，１９９８，

p．８９９）。従って世帯消費を世帯員数で割って１人当たりの消費とみなして，価格や所得２）などの変

数に回帰させて，弾力性を計測することに不都合はない。近年の需要分析は，昔の単品モデルに代

表３ 個人牛肉消費の年齢・年次・世代効果への分離：

Bayesian Estimator（BE）
総平均効果＝２９．２８（０．２０） （１００g／１人）

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年 （SD）

２０－２４ －３．２８ １．７０ １９７９ －１．５５ １．１９ １９０５－０９ －２．３５ ２．８９

２５－２９ －６．１８ １．３９ １９８０ －２．１５ １．１３ １９１０－１４ －２．６５ ２．５７

３０－３４ －４．８８ １．０７ １９８１ －１．６０ １．０８ １９１５－１９ －３．１８ ２．２８

３５－３９ －１．９０ ０．７６ １９８２ －０．８３ １．０２ １９２０－２４ －３．３６ １．９４

４０－４４ ３．４２ ０．４８ １９８３ －０．７１ ０．９６ １９２５－２９ －１．８２ １．６１

４５－４９ ５．９３ ０．３４ １９８４ ０．０５ ０．９１ １９３０－３４ ０．０１ １．２８

５０－５４ ５．７３ ０．４８ １９８５ －０．４２ ０．８１ １９３５－３９ １．３６ ０．９６

５５－５９ ４．２９ ０．７６ １９８６ －０．０３ ０．９６ １９４０－４４ ３．０２ ０．６７

６０－６４ １．７６ １．０７ １９８７ １．３１ ０．７６ １９４５－４９ ４．３９ ０．４８

６５－６９ －０．９７ １．３９ １９８８ ２．０１ ０．７１ １９５０－５４ ４．２５ ０．４７

７０－７４ －３．９１ ６．７５ １９８９ ２．３６ ０．６７ １９５５－５９ ２．９３ ０．６６

１９９０ ３．１５ ０．６３ １９６０－６４ ０．９８ ０．９３

１９９１ ４．７９ ０．６０ １９６５－６９ ０．１３ １．２５

１９９２ ４．９２ ０．５７ １９７０－７４ ０．４３ １．５７

１９９３ ６．４９ ０．５５ １９７５－７９ ０．６５ １．９１

１９９４ ７．７７ ０．５３ １９８０－８４ －０．０２ ２．２４

１９９５ ８．２３ ０．５３ １９８５－８９ －１．８４ ２．５７

１９９６ ５．１５ ０．５４ １９９０～ －２．９５ ２．８５

１９９７ ５．１６ ０．５５

１９９８ ４．１２ ０．５７

１９９９ ４．０５ ０．５９

２０００ ２．６７ ０．６３

２００１ －２．４４ ０．６７

２００２ －３．９１ ０．７１

２００３ －３．５９ ０．７６

２００４ －５．４１ ０．８０

２００５ －５．４４ ０．８６

２００６ －６．２４ ０．９１

２００７ －６．０３ ０．９６

２００８ －５．９５ １．０２

２００９ －４．９９ １．０７

２０１０ －５．２５ １．１３

２０１１ －５．７１ １．２０

出所：中村のベイズ型モデルで，筆者が計算．
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わって，需要体系モデルが主流である（Deaton and Muellbauer，１９８０）。需要体系分析に，年齢・

世代効果を導入する試みが始まっているが，たとえば魚と肉類では世代効果一つとってもかなり異

種なので，簡単にいくとは思えない（Denton, Mountain, and Spencer，１９９９；Gustavsen and Rickert-

sen，２００９）。

２）『家計調査』の平均世帯規模は，１９７９年の３．８３人から２０１１年の３．０８人に逓減しているが，世帯の総消費支出

表４ 個人ワイン消費の年齢・年次・世代効果への分離：

Bayesian Estimator（BE）
総平均効果＝５９７．１（９．９２） （cc／成人１人）

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年 （SD）

２５－２９ －２０４．６ ７８．５ １９７９ －２８１．８ ６０．７ １９０５－０９ １５．５ １５４．８

３０－３４ －８６．２ ６２．４ １９８０ －２９５．２ ５７．６ １９１０－１４ －５．３ １２７．３

３５－３９ １７．５ ４５．７ １９８１ －２９９．０ ５４．７ １９１５－１９ －３８．５ １０９．３

４０－４４ ９０．７ ２９．６ １９８２ －２４５．１ ５１．６ １９２０－２４ －５４．８ ９１．４

４５－４９ ９７．５ １６．５ １９８３ －２３８．６ ４８．６ １９２５－２９ －４６．９ ７４．１

５０－５４ ５４．６ １６．５ １９８４ －２６４．１ ４５．７ １９３０－３４ －９７．５ ５７．２

５５－５９ ４６．４ ２９．６ １９８５ －２７６．６ ４２．８ １９３５－３９ －１５４．６ ４１．０

６０－６４ ３２．２ ４５．７ １９８６ －２９８．７ ４０．１ １９４０－４４ －１７２．１ ２７．０

６５－６９ －１．５ ６２．４ １９８７ －２６２．５ ３７．４ １９４５－４９ －１４４．０ ２０．５

７０－７４ －４６．５ ３１４．５ １９８８ －２４９．４ ３４．９ １９５０－５４ －５６．８ ２６．４

１９８９ －２１９．７ ３２．６ １９５５－５９ ９５．１ ３９．５

１９９０ －２４４．１ ３０．５ １９６０－６４ ２４４．３ ５５．７

１９９１ －２６３．８ ２８．７ １９６５－６９ ３１９．８ ７２．５

１９９２ －２７９．９ ２７．１ １９７０－７４ ２７７．３ ８９．７

１９９３ －２９２．４ ２６．０ １９７５－７９ １１５．４ １０７．２

１９９４ －２０２．９ ２５．３ １９８０－８４ －８６．８ １２５．２

１９９５ －１０９．４ ２５．０ １９８５～ －２１０．４ １４３．０

１９９６ －２９．８ ２５．３

１９９７ １７０．８ ２６．０

１９９８ ５２４．１ ２７．１

１９９９ ４５７．２ ２８．６

２０００ ３７５．３ ３０．５

２００１ ３１２．９ ３２．６

２００２ ２３２．２ ３４．９

２００３ ２１２．７ ３７．４

２００４ ２６１．４ ４０．１

２００５ ２６７．４ ４２．９

２００６ １６９．０ ４５．７

２００７ ２２８．６ ４８．６

２００８ ２２７．４ ５１．５

２００９ １９２．６ ５４．６

２０１０ ３０８．７ ５７．６

２０１１ ４１２．６ ６０．９

出所：中村のベイズ型モデルで，筆者が計算．

8



を単純に世帯員数で割ったのでは，世帯の厚生を正しく把握することはできない。何らかの，adult equiva-
lence scaleを適用する必要がある。本稿では，所得の代理変数として世帯の実質消費支出を採用するが，
OECDの成人換算指数で補正している（OECD，２００９）。

１）牛肉の場合

始めに，世帯の単純な１人当たり消費量を，価格と所得に回帰させる。

log（capQbt）＝a＋b log（RPPbt）＋c log（REXPt／eqt）＋Et （２）

＝－１５．１２＋０．５０log（RPPbt）＋３．０６log（REXPt／eqt）

（３．９４）（２．６１） （５．１８） adj.R２＝０．４５２

ただし

capQbt＝t年における１人当たり平均牛肉消費量

RPPbt＝t年における牛肉の平均実質支払価格（２００５年価格／１００g）

REXPt／eqt＝t年における成人換算１人当たり年間平均実質消費支出（２００５年価格万円）

Et＝誤差項

（ ）の数字は t値（以下同じ）

平均価格弾力性はプラス０．５，所得弾力性はプラス３．１と推計された。極端に高い所得弾力性の値

はさて置くとして，プラスの価格弾力性は受け入れられない。次に，（２）式の単純平均消費量に代え

て，（１）式の年次効果（表３の第２欄）を当てる。

log（GMb＋PEbt）＝a＋b log（RPPbt）＋c log（REXPt／eqt）＋Et （３）

＝－１３．８８＋０．５５log（RPPbt）＋２．７８log（REXPt／eqt）

（３．６１）（２．８６） （４．６８） adj.R２＝０．３８６

GMb＝牛肉の総平均効果

PEbt＝牛肉の t年の年次効果

モデル（２）の難点は全く解消されない。

わが国の牛肉需要は，１９９１年度の輸入規制撤廃と，円高によって着実に増大した（Mori and Gor-

man，１９９５）。ところが１９９６年に O１５７事件の発生によって伸びが挫かれ，さらに２００１年の狂牛病

（BSE）の発生が追い討ちをかけた（図１参照）。O１５７と BSEが牛肉需要に及ぼしたと思われるイ

ンパクトを，それぞれ単純なダミー変数，O１５７と BSEを，上のモデル（２）と（３）に追加する。

O１５７＝O１５７ダミー変数，１９９６年以降１，それより前の年は０

BSE＝BSEダミー変数，２００１年以降１，それより前は０

log（capQbt）＝a＋b log（RPPbt）＋c log（REXPt／eqt）＋d O１５７＋f BSE＋Et （４）

＝０．４０－０．５０log（RPPbt）＋１．１６log（REXPt／eqt）－０．０９５*O１５７－０．２５０*BSE

（０．４９）（９．７１） （１０．２６） （６．７４） （２３．０７）adj.R２＝０．９８６

log（GMb＋PEbt）＝a＋b log（RPPbt）＋c log（REXPt／eqt）＋c O１５７＋f BSE＋Et （５）

＝１．７６－０．４６log（RPPbt）＋０．８６log（REXPt／eqt）－０．０９８*O１５７－０．２５０*BSE

（２．１６）（８．９９） （７．６４） （６．９８）（２３．１０） adj.R２＝０．９８４

拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測―牛肉とワイン
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モデル（４）もモデル（５）もダミー変数を導入することによって統計学的フィットは著しく向上し，

決定された価格弾力性および所得弾力性のいずれも符合的に経済学的常識に反しない。さらに推計

された弾力性の大きさも（価格弾力性は－０．５，所得弾力性は＋１．０前後），筆者らの常識に照らし

て妥当なものと思われる。O１５７と BSEが家計における牛肉需要に顕著な負のインパクトを与えた

のは明白であるが，（４）および（５）のモデル化では，たとえば O１５７の影響が１９６６年に発生した後２０１１

年までそのまま続いたとしているが，その影響はその後年を経るにつれて減衰しているかもしれな

い（Oniki，２００６，pp．２２８―３０）。同様のことは，BSEの影響についても言える。研究の主目的が，

O１５７なり BSEのインパクトのパタンの検証にあるのであれあば，piecewise linear regressionなど

の手法によって（土田秀，２０１２年），インパクトの持続パタンを確定するための努力が必要だが，

本稿の目的はデモグラフィックな効果を補正した経済弾力性の決定にあるので，ここではそれらが

牛肉需要に無視しえぬ影響があったことを確認するだけに留める。

２）ワインの場合

log（capQwt）＝a＋b log（RPPwt）＋c log（REXPt／eqt）＋Et （６）

＝１８．５７－３．２６log（RPPwt）＋０．７０log（REXPt／eqt）

（２．７１）（８．６０） （０．６０） adj.R２＝０．７４２

ただし

capQwt＝t年における成人１人当たり平均ワイン消費量（１００cc）

RPPｗt＝t年におけるワインの平均実質支払価格（２００５年価格／１００cc）

価格弾力性も所得弾力性も符号的には不都合がなさそうだが，価格弾力性の絶対値が３を超える

図１ 牛肉の１人当たり総供給と家計精肉消費の推移，１９７９－２０１１年
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のは，いささか大きすぎる感じがするし，所得弾力性はゼロから有意に離れていない。

先の牛肉の例に倣って，単純１人当たり消費量を，年次効果に置き換える。

log（GMw＋PEwt）＝a＋b log（RPPwt）＋c log（REXPt／eqt）＋Et （７）

＝＝２３．８１－２．９０log（RPPwt）－０．６７log（REXPt／eqt）

（３．８４）（８．４６） （０．６４） adj.R２＝０．７１２

GMw＝ワインの総平均効果

PEwt＝ワインの t年の年次効果

先の牛肉の場合と全く同じで，単純１人当たり消費量を年齢・世代効果を補正した年次効果で置

き換えても，モデル（６）の難点は縮小していない。

ワインの家計消費は，１９７９年から２０１１年までの調査期間の間，価格や所得などの経済条件とは別

に，傾向的に漸増しているようである。タイムトレンドを表す時間ダミー，T を上のモデル（６）お

よび（７）に導入してみる（１９７９年から１づつふえる）。

log（capQwt）＝a＋b log（RPPwt）＋c log（REXPt／eqt）＋dT＋Et （８）

＝１３．０３－１．５２log（RPPwt）－０．０６log（REXPt／eqt）＋０．０３５T

（２．４８）（３．３８） （０．０７） （４．９４） adj.R２＝０．８５５

log（GMw＋PEwt）＝a＋b log（RPPwt）＋c log（REXPt／eqt）＋dT＋Et （９）

＝＝１９．１７－１．４４log（RPPwt）－１．３０log（REXPt／eqt）＋０．０２９T

（３．８２）（３．３５） （１．５４） （４．３５） adj.R２＝０．８２０

タイムトレンドが有意に効いているらしいことは窺える。しかし T を入れることによって，価

格弾力性が入れない場合に比べ，非説明変数に単純成人１人当たり消費量，ないし年次効果を持っ

てきたいずれのモデルでも，絶対値で半分，１．５前後に低下しているが，統計学的に正当であるか

どうかは明らかでない。モデル（６）～（９）を通して，ワインの家計消費の時系列変化において，所得

（世帯の総支出）はプラスにもマイナスにも作用していないらしいと推定される。

タイムトレンドについては，これまで扱ってきた生鮮果物のように一本調子でなく，あえて言え

ば１９８０年代は微弱にプラス，１９９０年代に入って強めにプラス，２０００年代初めからは微弱にマイナス

に作用しているらしい感触を受ける。牛肉のケースのように，O１５７，BSEのように客観的なハプ

ニングが実存すれば，ダミーを導入することに恣意性は感じられない。しかし，ワインのケースで

は，タイムトレンドの事実的背景が判然としない。確かに，時代効果は歴然として存在する（前出

表４に見るように，時代効果は年齢効果や世代効果に比べ，幅がずっと広い）。しかしそのどれだけ

の部分が価格の変化や所得の変化を反映しているのかどうか分らない。より客観的な方法は，１９７９

年から２０１１年に至る年齢別個人消費の変化を，年齢・年次・世代効果の３効果だけに分解するので

はなく，年齢・年次・世代効果に加え，その間の価格と所得の変化を入れて分解することであろう。

次節で，そのような「拡大」コウホートモデルを構築し，牛肉とワインに適用して，それぞれの経

済弾力性を計測することにする。

拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測―牛肉とワイン
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4．A／P／Cモデルへの経済変数の導入について

１）一次階差行列について

前稿（森・三枝，２０１１，pp．４４―４８）で一次階差行列 R を媒介にして，A／P／Cモデを書き換えた

が，この点を，先ず要約しておきたい。（１）式に示すような（n－１）×nの行列を R とすると

R（j, j）＝－１，R（j, j＋１）＝１， j ＝１，…，n－１． （１０）

D＝R’ R の階数は rank（D）＝n－１で，Dの固有値を λ１＝０，λ２ > λ１，…，λn > λn－１として，正の

固有値を要素にもつ対角行列を，以下，Λとおく。正の固有値に対応する固有ベクトル eをターム

にして，行列 H＝［e２，e３，……，en］を作ると

D＝H Λ H’ （１１）

で，Dの一般逆行列 D＋は Λ－１の逆行列を Λ－１とすれば，D＋＝H Λ－１H’となる。

２）A/P/C モデルの変換

計測例として１９７９―２０１１の牛肉とワインのデータを使うが，前者の場合は，年次数が３３，年齢階

級数が１１，コウホートの個数が１８，ワインの場合は同じく３３，１０，１７である。

ゼロ和条件を満たす年齢効果のベクトル aは，（１１）式の行列 Hに対応する１１×１０の行列を Eとす

れば，a＝E αと表せる：同じ要領で年次効果とコウホート効果のベクトル p , cを p＝F β，c＝G γ

と表現する。従って，A／P／Cモデルが（１２）式のように，行列形式で表現されておれば

y＝X η， （１２）

ただし

bは常数項で，η＝（b，a，p，c）’

（１２）式は次のように変換される：

y＝X U θ

＝X* θ （１３）

ただし，θ＝（b，α，β，γ）

iは要素が１の列ベクトルで

U＝�
�
�
�
�
�

i

E

F

G

�
�
�
�
�
�

３）ηの intrinsic estimator（IE）

X*’ X*を n×nの行列とすれば，rank（X*’ X*）＝n－１であるが，X*’ X*の一般逆行列（X*’ X*）＋

で，θの推定値^ θを求めてから，次式で ηの推定値を導く。遠回りになるが，以上のようにして，

ゼロ和条件を満たす ηの IEが得られる：

η^＝U^ θ （１４）

12



４）「漸進的変化の条件」について

θをベイズ推定するには，事前分布を設定せねばならないが，ここでは θの各要素に「漸進的変

化の条件」を次のように課する：年次効果 pの一次階差行列を R として，R pが正規分布 N（０，σ２p）

に従う，とする条件である：D＝R’ R とおくと pの事前分布 π（p）は

π（p）∞exp｛－p’Dp／２σ２p｝ （１５．１）

この条件は，ゼロ和条件のついた年次効果を p＝F βとして，βに次の事前分布を想定すること

と同等になっている：F に対応する固有値を λi，（i＝２，…n）とすると

β ∞N（０，σ２p Λ－１） （１５．２）

ただし

Λ－１は１／λiを要素に持つ対角行列。

（１５．２）式による pの事前分布を π（p）とすると

π（p）∞exp｛－p’［FΛ－１ F´］p／２σ２p｝ （１６）

∞exp｛－p’［FΛ－１ F´］p／２σ２p｝

∞exp｛－p’Dp／２σ２p｝

（１６）式に見るように，（１５．１）式と同じ分布がえられる。

年齢効果の場合は Eに，コウホート効果の場合は Gに対応する固有値をタームにして αと γの

事前分布を設定する。θのベイズ推定値^ θ＝（^b，^α，^β，^γ）と求めてから

（１７）式で μの推定値（BE）を導出する：

μ^＝U^θ （１７）

本節末尾表１０に BEと IEによる，年次効果の推定値が併記されているが，以下，BEによる推定

値を BE推計，IEによる推定値を IE推計と略称する。

５）経済変数の導入

以上のように一次階差を媒介にして書き換えた A／P／Cモデルの年次効果 pを

p＝F β

とすると，βには上記（１５．２）式の事前分布が想定されている。前稿（森・三枝，２０１１，pp．４３―４）

では価格系列（z１）と価格系列（z２）を列ベクトルにもつ行列を Z＝［z１，z２］として

年次効果 pを（１８）式のように表現し，A／P／Cモデルを「拡大」して（Stewart and Blisard，２００８，p．４８），

弾力性の推定を行った：

p＝Z d＋F φ （１８）

ただし

φ ～N（０，σ２p Λ－１）

d＝［d１，d２］’で，d１は価格弾性値を，d２は所得弾性値を表す。

年次効果の（（１８）式のモデルは，両辺に F’を乗じて，次のように変形できる：

p＝F β （１９）

ただし

Zo＝F’ Zで，β ～N（Zo d，σ２p Λ－１）

βの期待値は Zo dで，誤差項の分散が固有値に依存する仕組みになっている。

前稿（森・三枝，２０１１）の A／P／Cモデルは上の（１８）式をベースにして拡大されているが，モデ

拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測―牛肉とワイン
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表５ （２０）式による弾性値の推定（１）―BE推計―

牛肉 ワイン

価格のみ－ d１＝－０．５９８（０．２１） AIC＝－１１２．７８ d１＝－０．７７８（０．３７２） AIC＝－４５．０５

価格と所得 d１＝－０．５８６（０．２０１） AIC＝－１１３．６４
d２＝０．９４１（０．５４５）
σ＝０．００４
σp＝０．０４２

d１＝－０．７９（０．３７２） AIC＝－４３．２３
d２＝０．６９３（１．６４８）
σ＝０．００４
σp＝０．１２６

価格と所得なし AIC＝－１０７．５４
σ＝０．００５
σp＝０．００４

AIC＝－４２．９５
σ＝０．０４９
σp＝０．１３５

１：（ ）内の数値は推定誤差；
２：「旧」拡大モデルによる推定は：牛肉では d１＝－０．５３７（０．２０６），d２＝１．０８６（０．５８４）

ワインでは d１＝－０．８０４（０．４２８），d２＝０．６０６（１．８５８）

ルの拡大については後出９）でとり上げることにして，まず，末尾表１０の BE推計に（１９）式のモデ

ル（“local level model”）をフィットする問題を取り上げる。

６）Local level model による推定

表５の BE（IE）推計を pの観測系列 yoとみなして，yoに（１９）式のモデルをフィットする

yo＝F β＋error （２０）

ただし，誤差項の errorは N（０，σ２ In）に従い，ω＝σ／σpで

β～N（Zo d , σ２Σ）：Σは１／ω２ λiを要素に持つ対角行列

パラメータ d ，βの推定

‖（yo
０）－（

F ０
－L L Z）（

β

d）‖
２

（２１）

ただし

L は ω �λjを要素にもつ対角行列

Z＝［ Z１，Z２］

超パラメータの σと ωが与えられれば，（２１）式の二乗和を最小化することにより βと dの推定値

が得られるが，最小化された二乗和を g２とすると，超パラメータを確定するには，（２２）式の ABIC

を最小化すればよい。（計測例では n＝３３，c＝４）

ABIC＝n log（２π）＋nlog（σ２）＋g２／σ２－Σ
j

log（ω２ λj）＋Σ
j

log（１＋ω２ λj）＋２c （２２）

（２０）式による推定結果が表５に要約されているが，記号について：

d１が価格弾性値，d２が所得弾性値，σは誤差項の標準偏差で，σpは（２０）式による年次効果（β）

の標準偏差を表している。

本節末尾の表１０のワインの BE推計から類推されるように，牛肉に比べて，ワインの σpが目だ

って大きい。

Generalized Least Squares(GLS)

まず，前出（２０）式の yoを次のような n－１次元のベクトル yに変換すると：F’ yo＝y

yは次のような，分散不均一な回帰モデルに従うことになる：

y＝Z d＋u （２３）

E（u）＝０ Var（u）＝σ２ V
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表６ （２０）式による弾性値の推定（２）―IE 推計―

牛肉 ワイン

価格のみ－ d１＝－０．６２５（０．２２１） AIC＝－１０９．５４ d１＝－０．７５３（０．３７６） AIC＝－４２．０１

価格と所得 d１＝－０．６１３（０．２１３） AIC＝－１１０．０７
d２＝０．９３４（０．５７６）
σ＝０．００４
σp＝０．０４

d１＝－０．７６２（０．３７７） AIC＝－４０．１２
d２＝０．５６１（１．５６５）
σ＝０．０１３
σp＝０．１２７

価格・所得なし AIC＝－１０４．３７
σ＝０．００５
σp＝０．０５１

AIC＝－４０．２３
σ＝０．０１３
σp＝０．１３４

１：（ ）内の数値は推定誤差；
２：「旧」拡大モデルによる推定は：牛肉では d１＝－０．５３７（０．２０６），d２＝１．０８６（０．５８４）

ワインでは d１＝－０．８０４（０．４２８），d２＝０．６０６（１．８５８）

V は対角要素 v（j，j）が（１＋１／ω２ λj）の行列

１／v（j，j），j＝１，２，…．n－１を要素に持つ対角行列を L とすると，（２３）式の回帰モデルは，次

のような単純な線形回帰モデルに変換できる：

Ly＝L Z d＋Lu （２４）

E（Lu）＝０ Var（Lu）＝σ２ I

対角行列 L に含まれる超パラメータの ω２を，yの周辺尤度が最大になるように選んで，（２４）式の

dを回帰推定すると：牛肉の場合は，ω＝０．３５４で，GLSによる弾性値の推定は d１＝－０．５４９（０．１９２），

d２＝１．０１３（０．５３６）となる。ワインの場合は，ω＝０．０８８で，d１＝－０．７９０（０．３７８），d２＝０．６８３

（１．６７６）となる。

以上の結果は BE推計が yのデータになっているが，IE推計をデータにした場合の推定結果が，

表６に要約されている。当然のことであるが，BE推計に比べて，AICが増加する。

表５と表６を通じて，ワインでは価格のみの場合の AICが最小で，AIC基準によれば価格だけ

が採択される。

７）年次効果のトレンド成分について

経済変数の導入に伴って生ずる問題は，年次効果のトレンド成分の扱いであろう。我々が「漸進

的変化の条件」で使っている local level modelに，局所的に変動する slope termを追加したモデル

として “local linear trend model”が考えられる。このモデルによれば，t年次の年次効果 ptを次の

ように想定する：

yt＝pt＋εt （２５）

pt＝pt－１＋qt－１＋ζt （２６）

qt＝qt－１＋ηt （２７）

εt ，ζ t ，ηtはお互いに，独立に，正規分布に従う誤差項で（それぞれの分散を，以下 σ２，σ２１，σ２２

と区別する），qtが局所的に変動するトレンドの傾きを表している。（２５）～（２７）のトレンドモデル

を Durbin & Koopman（２００２）に従って，末尾表１０の BE推計にフィットすると，qtの系列は表１０

の６列目のように推定されている：１９７９－１９９３年までは gtは＋０．０５前後で，それ以降は gtはマイ

ナスに転じるが，２００４年以降は負の値が減少している。

（２７）式の qtの誤差項をゼロにして，qt＝qとすれば

拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測―牛肉とワイン
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表７ （３２）式による弾性値の推定

－－－BE推計－－－ －－－IE推計－－－

牛肉
b： －０．０１５（０．００５）
d１： －０．７１８（０．２０６）
d２：１．０４８（０．５６８）
AIC：－１２５（－１０２）

ワイン
０．０２２（０．０１１）
－０．７４６（０．２９９）
１．６９４（１．５６４）
－５６．１７（－３０．３８）

牛肉
b： ０．０１３（０．００６）
d１： －０．５６９（０．１７８）
d２：１．３０２（０．６６４）
AIC：－１０６．８７（－１００．９３）

ワイン
０．０１１（０．０１１）
０．７６４（０．３０７）
１．７４（１．６１）
－５４．４２（－３７．２８）

pt－pt－１＝q＋ζt t＝１，２…n （２８）

と，なって常数項をもつ local level modelが得られる。

p＝（p１，p２，…，pn）’とすると，local linear trend modelでは，pが次のように変動すること

になる：

p＝f b＋p* （２９．１）

p*～N（０，Σ） （２９．２）

（２９．２）式の p*の事前分布は，次のように変形できる：共分散行列のΣは
Σ＝σ２１ V （３０）

ただし

V＝［ω２ R－１ R－１’＋In］,ω＝σ２／σ１

R＝�
�
�
�
�
�
�

１００‥ ０

－１００ ０

０－１１‥０‥

００‥ －１１

�
�
�
�
�
�
�

（２１）式の V を V＝G G ‘と分解して，R*＝G－１ R とおくと，次の（３１）式が得られる：

R*P*～N（０．σ２１ In） （３１）

従って，６）の（２０）式の代わりに，ここでは，次のトレンド モデルを設定することになる：

y＝f b＋Z d＋p*＋error （３２）

ただし

f（j）＝j－（１＋n）／２，（j＝１，‥n）

R*P*～N（０，σ２１ In）

Inは n×nの恒等行列

（３２）式の推定は６）の場合と同じ要領で実行できる：（３３）式の二乗和を最小化して（b，d，p*）の

推定値がえられる：

‖（
y0

０）（
f Z In

００ ω R*）（
b
d
p*）‖

２

（３３）

ただし，ω＝σ／σ１

表７にレンドの傾き（b）と弾性値の（d１，d２）の推定値を掲げてあるが，AICの（ ）の数値は

経済変数を除いた場合の AICである。
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表８ （３５）式による弾性値の推定

BE推計 IE推計

牛肉
b： －．０１５（．００７）
d１： －．７１８（．２０）
d２：１．０７９（．５１８）
AIC：－１１７．６（－１１５．６）

ワイン
．０３４（．０２２）
－．６７４（．３６９）
．３０８（１．１１３）
－４３．０（－４２．７）

牛肉
b： －．０１４（．００８）
d１： －．７３５（．２１４）
d２：１．０６２（．５５４）
AIC：－１１３．１（－１１２．１）

ワイン
．０２３（．０２３）
－．６８４（．３７９）
．３０９（１．６５９）
－４１．１（－４２．１）

１．（ ）内の数値は推定誤差；２．AICの（ ）の数値は経済変数を除いた場合の AIC.

８）単純なトレンドモデル

ここでは別の，アプローチをとる。A／P／Cモデルとの接合を考慮して，（２９）式のトレンドモデ

ルを次のように修正して（３４）式のモデルを設定する：

（２１）式の ωを０とおくと R*＝R となって，pは次のように分布する：p＝fb＋p*，Rp*N（０，σ２p

I）。さきの４）に従って，p*＝Fβとおくと，（３４）式のトレンドモデルが得られる：

p＝fb＋Fβ （３４）

ただし

f（j）＝j－（１＋n）／２，（j＝１，２，…，n）

β～N（０，σ２p Λ ）
（３４）式の右辺に Zdを追加すれば，経済変数 Z＝［z１，z２］を含んだトレンドモデル：p＝fb＋Zd

＋Fβが得られる。（bがトレンドの傾き，dが弾性値のベクトル）

従って，ここでは，yoの系列に（３５）式のモデルをフィットすることになる：

yo＝fb＋Zd＋Fβ＋error （３５）

ただし

error ～ N（０，σ２ I）

価格系列の線形成分のスロープは，牛肉が－０．０１２３，ワインが－０．０１２５，所得系列の線形成分の

スロープは０．００２１である。従って，トレンド f の追加によって弾性値の推定値は変化するであろう。

６）の場合と同じ要領で パラメータの（b，d，β）の推定を実行した結果が，表８に要約され

ている。

表５・６に比べて，明らかな点は：（１）いずれのケースも，表７のトレンド モデルのほうが，

より小さい AICを持っている。（２）価格弾性値（d１）が減少して，所得弾性値（d２）が増加する。例

えば，牛肉の BE推計の場合，表５（local level model）の d１＝－０．５８６，d２＝０．９４１に対して，

表８（trend model）では，d１＝－０．７１８ ，d２＝１．０７９となる。

表７との比較で目立つのは，当然のことながら AICの増加である。

これまでの計測結果は表１０の BE（IE）推計をベースにしたものであるが，次の課題は（３４）式のモ

デルをベースにして A／P／Cモデルを拡大することである。

９）A/P/C モデルの〔新〕拡大モデルについて

（３４）式の年次効果と同じ要領で年齢効果 a＝（a１，a２，..，an）’とコウホート効果を分解する：

a＝e a＋Eα e（i）＝i＋（１＋n）／２ （３６）

p＝f b＋Fβ f（j）＝j－（１＋m）／２

拡大コウホートモデルによる需要弾力性の計測―牛肉とワイン
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表９ ［新］拡大モデルによる弾性値の推定

牛肉 ワイン

［新］ ［旧］ ［新］ ［旧］

a
b
d１
d２
AIC

．００２（．０３４）
－．０１６（．００７）
－．６７２（．１９７）
１．２７９（．５３８）
－７７３．３（－７５７．２）

－．５３７（．２０６）
１．０８６（．５８４）
－７６８．０

．０４７（．０４４）
．０２７（．０２５）
－．７２４（．４３６）
．２７３（１．８７）
－２４８．４（－２４１．６）

－．８０４（．４２８）
．６０６（１．８５８）
－２３９．２

１．（ ）内の数値は推定誤差；２．AICの（ ）内の数値は経済変数を除いた場合のそれ．

c＝g c＋Gγ g（k）＝k－（１＋K）／２

ここで，問題になるのは，一般コウホート表における A／P／Cモデルのコウホート効果 c（j，i）の構

造である。（３７）式は前稿（１１０号，４４―４８）で対象にしたモデル式であるが，c（ji）はベクトル cの凸

一次結合で表現する仕組みになっている。（例：牛肉の cは１８×１）

yji＝μ＋E（i）α＋F（j）β＋c（j，i） （３７）

ここでは，Heuer（１９９７）に従って，c（j，i）を次のように修正する：

（j，i）グループのコウホート成分の index kを k＝j＋５（m－i）とする。従って１＜k＜K：K＝n

＋５（m－１）となる。（例：牛肉のコウホート効果のベクトルは８３１に増大する）。K 個の要素を

持つベクトルを cとすると（j，i）グループのコウホート効果 c（j，i）は

c（j，i）＝U（j，i）c （３８）

ただし

U（ ）はダミー変数行列で，（j，i）グループに対応する Uの行ベクトルは j＋５（m－i）の列で１

になる。

コウホート効果を（３８）式の c（j，i）で表すことにし，（３６）式をベースにして構築したモデルが（３９）式

の A／P／Cモデルである：（j，i）グループのコウホート効果の線形成分の g（k）が g（k）＝f（j）－５a（i）

と分解されている点に留意されたい。

yji＝μ＋h（i）a＋f（j）b＋E（i）α＋F（j）β＋U（j，i）Gγ （３９）

ただし

a＝a－c，b＝b＋c

（３９）式の右辺の第４項に Zdの項を追加すれば，経済変数とトレンド成分を含んだ「新」拡大モデ

ルが得られる。前稿（１１０号，pp．４４―４８）の（４０）式と同様に“識別性のある”モデルで，前稿の（４０）

式と同じ手順でベイズ推定を行う。

表９に拡大モデルの推定結果が要約されている。Heuerは bを“overall slope of the time trend,”

aを “cross-sectional age slope”と称している。

AICの行にみるように，トレンド成分の追加により，「新」拡大モデルの AICは「旧」拡大モデ

ルより減少する。表８のコメントで述べたように，トレンド成分の追加により d１，d２の推定値

は変化する。従って，表９の弾性値は “two-step approach”による表８の推定値のほうに接近する。
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表１０ 牛肉及びワインの年次効果：BEと IE 推計の比較

牛肉 ワイン 牛肉
年次 BE IE BE IE local trend slope
１９７９ －０．０３２ －０．０４７ －０．６６６ －０．４９１ ０．０１１
１９８０ －０．０６０ －０．０７７ －０．７２８ －０．５６１ ０．０３２
８１ －０．０４９ －０．０６５ －０．７４３ －０．５８１ ０．０４９
８２ －０．０１１ －０．０２３ －０．５０３ －０．３４３ ０．０４６
８３ －０．０２４ －０．０３３ －０．４７０ －０．３１７ ０．０５８
８４ ０．０１９ ０．００８ －０．５４４ －０．４１０ ０．０４８
８５ －０．００５ －０．０１９ －０．５７７ －０．４６２ ０．０６４
８６ ０．００６ －０．００７ －０．６５７ －０．５５８ ０．０８１
８７ ０．０４２ ０．０３２ －０．４９５ －０．３９９ ０．０８５
８８ ０．０６９ ０．０６０ －０．４４０ －０．３５４ ０．０８３
８９ ０．０８２ ０．０７３ －０．３５５ －０．２７８ ０．０８６
１９９０ ０．０９９ ０．０９２ －０．４０６ －０．３４３ ０．０９１
９１ ０．１６１ ０．１５６ －０．４２８ －０．３８２ ０．０６６
９２ ０．１５７ ０．１５１ －０．４６０ －０．４３０ ０．０５７
９３ ０．１９９ ０．１９６ －０．５４３ －０．５３０ ０．０２７
９４ ０．２２５ ０．２２７ －０．２３７ －０．２３０ －０．０１７
９５ ０．２４７ ０．２５２ －０．０２７ －０．０３１ －０．０７９
９６ ０．１５３ ０．１４９ ０．０９６ ０．０８２ －０．０８４
９７ ０．１７３ ０．１０８ ０．４０７ ０．３８３ －０．１１７
９８ ０．１２９ ０．１３２ ０．７８４ ０．７５８ －０．１３６
９９ ０．１２７ ０．１３９ ０．７０３ ０．６６４ －０．１７７
２０００ ０．１０７ ０．１１６ ０．６３６ ０．５７９ －０．２３３
０１ －０．０８１ －０．０８３ ０．５８２ ０．５０３ －０．１８８
０２ ０．１０７ ０．１１６ ０．６３６ ０．５７９ －０．２３３
０３ －０．０８９ －０．０８２ ０．４５８ ０．３６２ －０．１５３
０４ －０．１９３ －０．１８２ ０．５３２ ０．４２６ －０．１０６
０５ －０．１７９ －０．１６９ ０．５４６ ０．４２７ －０．０８５
０６ －０．２０６ －０．２０１ ０．４１３ ０．２８１ －０．０５７
０７ －０．２０９ －０．１９６ ０．４６６ ０．３２６ －０．０３４
０８ －０．２１４ －０．１９６ ０．４７２ ０．３１９ －０．０１０
０９ －０．１５７ －０．１３４ ０．４２７ ０．２６２ －０．０２７
２０１０ －０．１７７ －０．１５４ ０．５８１ ０．４１２ －０．０３３
１１ －０．１８９ －０．１６４ ０．６８４ ０．５１３ －０．０３３

5．結語

任意の商品（これまでは生鮮果物や野菜・鮮魚などが主たる分析対象）の個人消費に，個人の年

齢と出生世代が顕著に影響し，さらに年齢・世代構成が急速に変化する社会においては，需要の経

済弾力性を計測するに当たって，時系列分析でも，クロスセクション分析でも，年齢および世代効

果を明示的に考慮する必要があることは，これまで幾つかの論文で指摘し，考慮しない場合に比べ

るとより合理的な弾力性が決定されたと思われる（森・石橋・田中・稲葉，２００５年；Mori, Clason,

and Lillywhite，２００６；Mori, Ishibashi, Clason, and Dyck，２００６；Mori, Saegusa, and Dyck，２０１２；

など）。
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方法論としては，消費調査の個票或は年報の世帯主年齢階級別データから世帯員個人の年齢別消

費を導出し，横軸に年齢，縦軸に年次をとったコウホート表を，通常の A／P／Cコウホートモデル

によって，年齢・年次・世代の３効果に分解する。経年変化から年齢と世代効果を補正した「純粋

の」時代効果を，その時々の価格や所得に回帰させて，弾力性を計測する。いわば，“two-step ap-

proach”である。A／P／Cモデルに，価格や所得変数を導入して，“one-step”で経済弾力性を計測す

ることも方法論的には考えられたが，分析プログラムが複雑化するし，現実には変数間の多重共線

性の問題が発生する恐れがあるなどの理由で，ここ数年はもっぱら２段階的接近に頼り，得られた

結果にも満足してきた。

しかし，青果物以外に手当たり次第にいくつかの品目を “two-steps”で分析すると，価格弾性値

がプラスにでる，あるいは絶対値が極端に大きく，あるいは極端に小さく推定されるケースなどの

不都合に遭遇した。試験的な仮モデルで，“one-step”で分析すると，常識的にもより納得のいく結

果が得られることが分かった。“one-step”で経済弾力性が計測できる「拡大」コウホートモデルを

精緻化し，対象品目も古い世代に傾斜する青果物や鮮魚とはややタイプの異なる牛肉とワインを取

り上げて分析した。結果は，前節４で要約したとおりで，ワインについては，“two-step approach”

の場合に比べ（３節２），価格弾力性の値が，広く国際的に引用されている値に近づいた（Wang et

al．，１９９６；Fogarty，２０１０）。また牛肉については，O１５７；BSE発生をめぐって恣意的な年ダミー

を導入することなく（３節１），より合理的と思われる弾力性を推計することができた。

「拡大」モデルによる “one-step approach”の特徴ないしメリットについては，前節４で統計数理

論的に述べているが，ここでは数理論抜きで，“two-step approach”のどこに問題があり，“one-step

approach”がどう克服しているかを考察する。ある品目の個人消費が，デモグラフィック的にはそ

の個人の年齢と世代，経済的にはその時々の価格と所得によってほぼ決定され，その他の要因は無

視してよいとする。そのようなケースでは，はじめに A／P／Cモデルで，年齢と世代効果を補正し

た時代効果を推定し，それを価格と所得に回帰させれば，バイアスの少ない価格弾力性と所得弾力

性が決定されるだろう。しかし，本稿の例では，牛肉の消費には，１９９６年に発生した O１５７と２００１

年に見つかった BSEが，きわめて顕著なインパクトを与えた。それ以外にも，１９９１年の輸入自由

化に伴う輸出国の積極的な販売活動が作用していたかもしれない。第１段目の A／P／C分析で析出

された時代効果には，それらの効果が含まれているにも拘らず，価格と所得だけに回帰させると，

その他の要因とその時々の経済条件，価格・所得の間に存在したであろう関係によって，決定され

る価格弾力性や所得弾力性に無視し得ないひずみが生じることになる。客観的にそれらの外部因子

の大きさを捉えることができれば，あるいはそれらの作用が幾年間持続したかが分かっていれば，

ダミー変数の導入などで対処することが可能だが，現実には恣意性を免れることは難しい。

その点，“one-step approach”では，デモグラフィックな年齢・世代効果と経済的な価格と所得の

効果のほかに，上に述べた諸々の因子の結果を，新たな「時代効果」として，いわば別枠で，客観

的に析出する仕組みになっている。したがって，BSEの効果は，発生後幾年持続したか，減衰の

程度はいかなるパタンであったかを，モデルの外から恣意的に想定する必要はない。また，価格や

所得などの経済条件以外に，それらの外的因子が個人消費に無視しえぬ影響を及ぼしたかもしれな
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いようなケースでは，通常の A／P／Cモデルで導出される年齢と世代効果は，不都合なひずみを持

つかもしれない。そのことについては，すでに３節後半でも触れた。
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